
京都大学人文科学研究所共同研究実績・活動報告書 

（ 3 年計画の 3 年目） 
 
1. 研究課題  
（和文）近現代中国における社会経済制度の再編  
（英文）Reorganization of Social and Economic Institutions in Modern China 

 
2. 研究代表者氏名  

村上衛  
 
3. 研究期間  

2012 年 04 月 - 2015 年 03 月 (3 年度目) 
 
4. 研究目的  
近三十年あまりの中国経済の躍進にともない、日本人を含む外国人が中国で経済活動を

行う機会は増大し、中国系の人びとと中国の内外で頻繁に接触するようになった。しかし、

相互の常識・行動様式などの違いにより、様々な摩擦も生じている。そうした問題を理解・

解消するために、中国の社会・経済に対する深い理解が一層必要となっている。 また、英

語圏の歴史研究ではグローバル・ヒストリーのような、広域的・長期的な視野をもちつつ比

較を重視する研究が大きな潮流となっている。その中で、中国に関しては、18 世紀までの

中国の中核地域における経済水準が西欧のそれと匹敵していたことが強調される傾向にあ

る。しかしながら、こうした研究では、19 世紀以降において、中国と欧米・日本の間で経

済格差が拡大していったことや、近三十年間に中国が急速に経済発展したことについての

説明は十分できていない。したがって、前近代の中国経済を評価する潮流に対し、中国近現

代における社会・経済の発展を規定していたものを探求し、その研究成果を日本から発信し

ていくことも重要であろう。 そこで本研究班では、前近代中国、特に 17 世紀以降の中国に

おいて社会・経済を規定してきた慣習・常識・規範・秩序・行動様式といった「制度」が、

近現代にいかに変容したかを多角的に検討する。 
 
5. 本年度の研究実施状況  

本年度は 3 年計画の 3 年目にあたるため、来年度に編集を進める研究報告書を見据えた

報告を中心に、15 回の研究会を行った。毎回の参加者数は 20 名ほどである。本研究班は時

代的・テーマ的に広い範囲を扱うため、中国近現代史研究者のみならず、明清史研究者や現

代中国研究者、また人文科学系だけではなく、社会科学系の経済史研究者に参加していただ

いている。さらに本年度は東南アジア華人を中心として東南アジア関連の報告が多かった

ため、東南アジア研究者にもコメンテイターとして参加していただいた。いずれの報告に関



しても活発に討論が行われ、報告・討論の時間を合わせて 3 時間半近くになることも多か

った。なお、本研究班では、中国の「制度」に関心をもつ海外の研究者との交流も進めてお

り、本年度はフランス社会科学高等研究院の Xavier Paulès 氏を招聘して、中国における

アヘンの流行に関する報告をしていただいた。 
 
8. 共同研究会に関連した公表実績 

＊村上衛『海の近代中国──福建人の活動とイギリス・清朝』名古屋大学出版会、2013 年

2 月  
＊Ei Murakami, “Trade and Crisis: China’s Hinterlands in the Eighteenth Century”, 

in Tsukasa Mizushima, George B. Souza and Dennis O. Flynn eds., Hinterlands and 
Commodities: Place, Space, Time and the Political Economic Development of Asia over 
the Long Eighteenth Century, Leiden and Boston: Brill, 2014, pp. 215-234.  
＊加藤雄三 「升科, Shengko, Shengkoing―上海フランス租界における黄浦江沿岸埋立

地の取 得問題―」『東洋文化研究所紀要』167 冊、2015 年 3 月  
＊蒲豊彦 「近代広東東部の疫病流行と医療、救済」『京都橘大学研究紀要』第 41 号、2015

年 1 月。  
＊荻恵里子 「甲申政変の収拾と清朝外政――日清交渉における総理衙門と北洋大臣李鴻

章――」『東洋学報』第 96 巻第 3 号、2014 年 12 月 
 ＊園田節子 「『内側』からの歴史の模索――カナダおよびカリブ海地域華僑史研究の発

展と運動」日本華僑華人学会『華僑華人研究』第 11 号、2014 年 11 月 
 

10. 共同利用・共同研究の参加状況  
区分 機

関

数 

参加人数 延べ人数 

  総

計 
外

国

人 

大学

院生 
若 手

研 究

者 

女

性

数 

総

計 
外国

人 
大学

院生 
若 手

研 究

者 

女性

数 

所内 1 11   3 2 144   42 16 
学 内 ( 法 人

内) 
6 12 7 5 5 4 62 28 25 30 20 

国立大学 6 22 3 5 4 3 47 18 15 20 18 
公立大学 3 10 3 5 6 5 40 29 30 36 31 
私立大学 17 30 6 5 7 10 50 32 25 28 21 
大学共同利

用機関法人 
           



独立行政法

人等公的研

究機関 

1 1    1 1    1 

民間機関            
外国機関 6 6 6    9 9   5 
その他 2 2     5     
計 42 94 25 20 25 25 358 116 95 156 112 

 
11. 本年度 共同利用・共同研究を活用して発表された論文数  
参加研究者がファーストオーサーであるものを対象 
総論文数 47 (34)  
国際学術誌に掲載された論文数 11 (7)  

※（ ）内には、拠点外の研究者による成果（内数）を記載 
 
論文における重要な役割を果たした実績を示す必要がある場合 
役割  
総論文数 ()  
国際学術誌に掲載された論文数 ()  

※（ ）内には、拠点外の研究者による成果（内数）を記載 
 
高いインパクトファクターを持つ雑誌等に掲載された場合 
掲載雑誌 掲載論文数 主なもの 

論文名 発表者名 
※拠点外の研究者については、発表者名にアンダーラインを付す 
 
インパクトファクターを用いることが適当ではない分野等の場合 
理由 人文科学分野においてはインパクトファクターそのものの定義が困難で

あり、また中国史研究は中国語・日本語で発表されるものの方が英語論文

よりも学術的な重要性が高いことが多いため、学術誌として高い評価を得

られているものを挙げた。 
掲 載

雑誌 
掲載

論文

数 

主なもの 
論文名 発表者名 

東 洋

史 研

究 

2 漢訳地質学書に見る「西学東漸」――江南製造局刊『地学浅

釈』を例として 
武上真理子  



社 会

経 済

史学 

1 戦間期硫安業界における東洋窒素工業株式会社の活動 兒玉州平   

東 洋

学報 
1 甲申政変の収拾と清朝外政――日清交渉における総理衙門と

北洋大臣李鴻章 
荻恵里子   

※拠点外の研究者については、発表者名にアンダーラインを付す 
 
 
 
 
 


